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１． はじめに 

 国土技術政策総合研究所(以下、国総研)と独立行政法
人土木研究所は、「道路環境影響評価の技術手法」（以

下、技術手法）の平成 18 年度に全面改定作業を行うこ
とにしている。技術手法の改定に先立ち、環境影響評価

法施行後に行われた全ての道路環境影響評価について、

技術手法の反映状況に関する調査を行ったので報告する。 
 
 
２． 道路環境影響評価と技術手法 

 

２．１．オーダーメイド方式 

環境影響評価法に基づく環境影響評価制度の特徴の一

つにオーダーメイド方式と呼ばれるものがある。これは、

環境影響評価実施者が、知事、住民等の意見を踏まえ環

境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法を選

定するというものであり、環境影響評価法第１１条に定

められている。環境影響評価法が制定される以前の所謂

閣議アセスでは対象事業の主務大臣が指針に基づき評価

項目、評価手法等を決定していた。道路環境影響評価法

制定にあたって、対象となる事業の特徴、周辺の環境の

状況等を反映した環境影響評価とすべく改められた点で

ある。 
 
２．２．技術手法 

旧建設省土木研究所は、平成１２年１０月に道路環境

影響評価の技術手法（その１）～（その４）1)を発表し

た。以後、旧土木研究所の機能を引き継いだ国総研は、

技術的進展を反映させた改訂版2)を発表している。これ

らの一連の資料を「道路環境影響評価の技術手法」（技

術手法）と呼んでいる。 

技術手法はその中で「ただし、これらの手法等はあく

まで一例であり、実際には各事業者が対象道路事業毎に

これらの手法を参考としつつ、適切な手法等を選定する

ことが望ましい。」と述べており、オーダーメイド方式

の一例に過ぎないことを示している。 

 

２．３．主務省令の改正 

 国土交通省は平成18年3月に、「道路事業に係わる環

境影響評価の項目並びに当該項目に係わる調査、予測及

び評価を合理的に行うための手法を選定するための指針、

環境保全のための値に関する指針等を定める省令」（以

下、主務省令）を改正した。 
改正主務省令では、いくつかの改正が行われた。その

中の一つとして、「標準項目」及び「標準手法」をそれ

ぞれ「参考項目」及び「参考手法」に改めた。これによ

り、項目及び手法の選定方式を「標準を定める方式」か

ら「参考として提示されたものを踏まえて選定する方

式」に改められることになり、オーダーメイド方式が一

層進められることになった。 
 

 

３． 実態調査 

 主務省令はオーダーメイド方式の推進以外にも様々な

点が改正されている。国総研は、主務省令改正の結果を

速やかに反映させるため、技術手法の全面改定作業を行

っている。全面改定を行うにあたって、実際に行われた

道路環境影響評価を対照にして、オーダーメイド方式実

施の実態及び技術手法の反映状況について調査を行った。 

 なお、本稿で述べる以外の現行の道路環境影響評価制

度の問題点等については別稿で述べているため3)4)5)、こ

れらを参考にされたい。 

 

３．１．調査方法 

 調査の対象は、環境影響評価法施行後に実施された全

ての道路事業に関わる環境影響評価（以下、道路環境影

響評価）45事業とした。項目及び手法選定の評価にあた

っては、方法書段階の事業は対象とせず、準備書及び評

価書段階の事業（20事業）を対象とした。その理由は、

最終的な項目及び手法の決定は、方法書及びそれに対す
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る知事、住民等の意見を勘案して行われるため、最終的

に選定された項目、手法は準備書段階以降にならないと

判別できないからである。 

 技術手法を利用しているか否かの判断については、準

備書中の「環境影響評価の項目、並びに調査、予測及び

評価の方法」の記述を参考に判断した。例えば、手法の

選定理由に「事業特性及び地域特性を踏まえて。建設省

令に基づき標準的な手法を選定した。」等の記述がある

場合には、内容を確認して技術手法によるものと判断し

た。この結果を整理したものが表１である。 

「事業特性及び地域特性の状況を踏まえ、・・・・、

予測は事例の引用又は解析を、評価は回避又は軽減の検

討並びに基準値との整合性の検討を選定した。」という

ように、技術手法を示す記述がない場合には技術手法に

よらないものと判断した。技術手法によらない項目の内

訳について整理したものが表１である。 

 
 
 
表１ 技術手法の利用状況 

利用状況 （利用事業数1）／項目取扱事業数） 利用していない事例2) 

準備書・評価書  
現技術手法での取扱環境要素 

（斜体字は、標準外項目） 

調査 予測 評価
標準項目削除 

 

２．大気質 
2.1 自動車の走行に係る二酸化窒素

及び浮遊粒子状物質 

19/

20 

20/

20 

20/

20 
0/0 

・気象の整理で異常年検定が行われて

いない。（調査：3-4） 

2.2 自動車の走行に係る一酸化炭素
及び二酸化硫黄 

CO:0/0

SO2:0/0

CO:0/0

SO2:0/0

CO:0/0

SO2:0/0

標準外項目のため、項目

の削除の要件はない。 
――― 

2.3 建設機械の稼働に係る粉じん等 
20/

20 

20/

20 

20/

20 
0/0 ――― 

2.4 資材及び機械の運搬に用いる車

両の運行に係る粉じん等 

20/

20 

20/

20 

20/

20 
0/0 ――― 

2.5 建設機械の稼働に係る二酸化窒
素及び浮遊粒子状物質 

NO2:3/3

SPM:2/2

NO2:3/3

SPM:2/2

NO2:3/3

SPM:2/2

標準外項目のため、項目

の削除の要件はない。 
――― 

２．大気質 

2.6 資材及び機械の運行に用いる車
両の運行に係る二酸化窒素及び浮遊
粒子状物質 

NO2:3/3

SPM:2/2

NO2:3/3

SPM:2/2

NO2:3/3

SPM:2/2

標準外項目のため、項目

の削除の要件はない。 
――― 

３．強風に
よる風害 

3.1 換気塔等の大規模施設の装置に
係る強風による風害 

1/1 1/1 1/1
標準外項目のため、項目

の削除の要件はない。 
――― 

4.1 自動車の走行に係る騒音 
20/

20 

20/

20 

20/

20 
0/0 ――― 

4.2 建設機械の稼働に係る騒音 
20/

20 

20/

20 

20/

20 
0/0 ――― ４．騒 音 

4.3 資材及び機械の運搬に用いる車

両の運行に係る騒音 

20/

20 

20/

20 

20/

20 
0/0 ――― 

５．低周波
音 

5.1 自動車の走行に係る低周波音 
17/

17 

17/

17 

17/

17 

標準外項目のため、項目

の削除の要件はない。 
――― 

6.1 自動車の走行に係る振動 
20/

20 

20/

20 

20/

20 
0/0 ――― 

6.2 建設機械の稼働に係る振動 
20/

20 

20/

20 

20/

20 
0/0 ――― ６．振 動 

6.3 資材及び機械の運搬に用いる車

両の運行に係る振動 

20/

20 

20/

20 

20/

20 
0/0 ――― 

７．水 質 
7.1 休憩所の供用に係る水の濁り及

び水の汚れ 
3/3 3/3 3/3 36/36 ――― 

7.2 休憩所の供用に係る水の富栄養
化 

0/0 0/0 0/0
標準外項目のため、項目

の削除の要件はない。 
――― 

７．水 質 

7.3 水底の掘削等に係る水の濁り 5/7 7/7 7/7
標準外項目のため、項目

の削除の要件はない。 

・水底の土砂の状況を調査していな

い。（調査：9-2、9-3） 

８．底 質 8.1 汚染底質の掘削等に係る底質 1/1 1/1 1/1
標準外項目のため、項目

の削除の要件はない。 
――― 

9.1 道路の存在に係る地形及び地質 
16/

16 

16/

16 

16/

16 
11/11 ――― 

９．地形及

び地質 9.2 工事施工ヤードの設置及び工事

用道路等の設置に係る地形及び地質 

16/

16 

16/

16 

16/

16 
10/10 ――― 

10.1 堀割構造物、トンネル構造物
の設置に係る地盤 

2/2 2/2 2/2
標準外項目のため、項目

の削除の要件はない。 
――― 

10．地盤 
10.2 掘削工事、トンネル工事の実
施に係る地盤 

2/2 2/2 2/2
標準外項目のため、項目

の削除の要件はない。 
――― 
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11.土壌 11.1 汚染土壌の掘削等に係る土壌 2/3 3/3 3/3
標準外項目のため、項目

の削除の要件はない。 

・土壌汚染の状況を調査していない。

（調査：9-4） 

12.日照阻

害 
12.1 道路の存在に係る日照阻害 

15/

15 

15/

15 

11/

15 
5/5 

・評価において基準・目標との整合が

検討されていない。（評価：7-2、

7-3、9-2、9-3） 

13.1 道路の存在に係る「動物」 
19/

19 

19/

19 

19/

19 
2/2 

・湧水の変化を調査・予測項目として

取り上げている。（重点化：3-1） 

13.1 道路の存在に係る「植物」 
19/

19 

19/

19 

19/

19 
2/2 ――― 

13.1 道路の存在に係る「生態系」 
19/

19 

19/

19 

19/

19 
2/2 ――― 

13.2 工事施工ヤードの設置及び工

事用道路等の設置に係る「動物」 

18/

18 

18/

18 

18/

18 
1/2 

・道路の存在に含めた形で取り扱って

いる。（標準項目削除：3-4） 

・湧水の変化を調査・予測項目として

取り上げている。（重点化：3-1） 

13.2 工事施工ヤードの設置及び工

事用道路等の設置に係る「植物」 

18/

18 

18/

18 

18/

18 
1/2 

・道路の存在に含めた形で取り扱って

いる。（標準項目削除：3-4） 

13.動物、

植物、生態

系 

13.2 工事施工ヤードの設置及び工

事用道路等の設置に係る「生態系」 

18/

18 

18/

18 

18/

18 
1/2 

・道路の存在に含めた形で取り扱って

いる。（標準項目削除：3-4） 

14.1 道路の存在に係る景観 
19/

19 

19/

19 

19/

19 
2/2 ――― 

14.景観 
14.2 工事施工ヤードの設置及び工
事用道路等の設置に係る景観 

1/1 1/1 1/1
標準外項目のため、項目

の削除の要件はない。 
――― 

15.1 道路の存在に係る人と自然と

の触れ合い活動の場 

19/

19 

19/

19 

19/

19 
3/3 ――― 15.人と自

然との触れ

合い活動の

場 

15.2 工事施工ヤードの設置及び工
事用道路等の設置に係る人と自然と
の触れ合い活動の場 

1/1 1/1 1/1
標準外項目のため、項目

の削除の要件はない。 
――― 

16.廃棄物

等 

16.1 切土工等又は既存の工作物の

除去に係る廃棄物等 

20/

20 

20/

20 

20/

20 
0/0 ――― 

（注）１．「利用」と明記されていないものであっても、記載内容から利用していると判断される場合を含む。 
２．（  ）内の数値は、別紙２（環境影響評価法に基づいた道路環境影響評価一覧）の番号を示す。 
 
 
 
 

３．２．調査結果（標準項目の削除） 

 標準項目は、ほとんど全ての事業（20事業）で評価対

象となっている。削除された主な標準項目及びその削除

理由は、以下の通りである。理由を見ると事業特性に応

じた項目選定となっていることがわかる。 

 

①地形・地質 

重要な地形地質が存在しないことが明らかな場合に、

評価項目から削除 

②日照阻害 

平面構造であるなど明らかに日照阻害がおきないこと

が予想される場合に、項目から削除 

③動物・植物・生態系 

対象事業が都市内で実施されるなどの理由により保護

対象となる動物・植物・生態系が存在しない場合に、動

項目から削除 

 

３．３．調査結果（標準外項目の追加） 

標準外項目（表１中の斜字体項目）のうち追加された

項目は、低周波音が 17 事業について追加されており標

準項目的な扱いとなっている。これ以外は、事業数が少

なく、事業特性に応じて付加的に評価されるという位置

づけになっている。 

 

３．３．調査結果（手法選定） 

 評価手法の選定については、標準項目、標準外項目を

問わずほとんどの事業で技術手法に掲載されている方式

を採用している。評価手法等を独自に採用するためには

現実的には非常に慎重な検討が必要であり、オーダーメ

イド方式とは言いながらも手法選定については標準的な

手法を採用せざるを得ないことを示している。 

 

３．４．調査結果（技術手法掲載項目以外の項目） 

 技術手法に含まれていない項目（標準項目、標準外項

目）であっても、実際のアセス図書に採用されている評

価項目が存在している（表２）。この中でも 5 件と数が

多いのは、「切土・工作物の除去、工事施工ヤー

ド・工事用道路の設置、掘削工事、トンネル工

事に係る水の濁り」である。この項目については今

後、技術手法に項目追加を行うこととした。 
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表２ 実際に採用された技術手法にない項目 

区 分  項 目  
事業 
件数 

道路の存在に係る飛砂  （砂丘）  0 
大気質関

連  
建設機械の稼働に係る飛砂   （砂
丘）  

0 

換気塔の存在に係る騒音  1 
換気塔の存在に係る低周波音  1 

騒音・低

周波音・

振動関連  換気塔の存在に係る振動  1 
工事の実施に係る水の汚れ  2 

水質関連  
切土・工作物の除去、工事施工ヤ

ード・工事用道路の設置、掘削工

事、トンネル工事に係る水の濁り

  

5 

換気所の存在に係る景観  1 
道路の存在に係る市街地の地域景

観  
1 

景観関連  
道路の存在・工事施工ヤード、工

事用道路の設置に係る市街地の地

域景観  

0 

道路（嵩上式）の存在に係る電波

障害  
1 

電波障害

関連  
換気塔の存在に係る電波障害  1 
自動車の走行に係る文化財  0 
道路の存在等に係る文化財  1 
換気塔の存在に係る文化財  0 
施工ヤードの設置に係る文化財  0 
工事用道路の設置に係る文化財  0 

文化財関

連  

切土・工作物の除去に係る文化財  0 
 

 

４．技術手法の改正 

 本調査により、技術手法掲載手法がほとんどの事業で

採用されていることが明らかになった。このことは、ア

セス実施者にとって技術手法が有用であることを示して

いる。 

技術手法の内容については、常にアセス実施者からの

要望を聞き、研究によって最新の技術的知見を蓄積した

上で、必要に応じて新たな項目の追加、手法の更新を行

ってきた。今回の調査結果は、こうした努力の結果が反

映されたものであると考えられる。 

 

４．１．平成18年度の全面改正 

平成 18 年度の技術手法の全面改定は、環境影響評価

法施行５年目に行われた環境影響評価制度の見直しを受

けた環境影響評価に関する道路省令の改正（平成 18 年

3 月 30 日）を契機にしている。しかし、省令対応する

以外にも、技術的進展に伴う 17 項目の改正を行う予定

である。 

 

４．２．平成19年度以降の改正 

 平成 19 年度以降についても必要に応じて修正を行う

ことにしている。技術的な進展やこれまでのアセスにお

ける実績を踏まえて工事に伴う水質汚濁などの項目追加

も実施する予定である。 

 

 

５． 終わりに 

本調査の内容は、各地方整備局、北海道開発局、沖縄

総合事務局が提供下さった、道路事業に係る環境影響評

価関連図書を、当研究室が検討・整理し、とりまとめた

ものです。 
この場を借りて、道路事業に係る環境影響評価関連図

書を提供下さった、各地方整備局、北海道開発局、沖縄

総合事務局の皆様に、深く感謝の意を表します。 
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